
係

数の増加を目指す。
課

工

題

指標名称（単位）
実

業

績値 目標値

２７年度 ２

振

８年度 ２９年度 ３０年

興

度 ３２年度

成果 ビジネ

係

ススクール及び講演会

7

参加人数（人） 494

1

676 383 480 4

1

80
指標
成果 産業が活発であると思う市民の割合 ― 93.7 ― 94.5 95.0
指標 （％）

　近隣の商工会議所等でも、同様に中小企業からの経営相談に対して指導助言を行っているが、外部の専門
他市との 家を派遣しているのは本市のみである。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,528 8,710 7,827 8,710 合計 7,827,227 円
委託料 7,827,227 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 6,528 8,710 7,827 8,710

職員人件費　② 1,567 1,563 1,551 1,560

総事業費（①＋②） 8,095 10,273 9,378 10,270

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３０

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 産業振興

基本施

平

策 商工業
施策体系

施策

成

の内容 工業の振興

目
　

２

　
　
的

　新製品、新技

９

術の開発を支援するこ

年

とによ

主
た
る
内
容

　市

度

内企業を積極的に支援

評

するため、企業が
り市

価

内中小企業を活性化さ

）

せ、「ものづくり 抱え

刈

る様々な課題の相談に

谷

応じ、新たな事業
のま

市

ち刈谷」の発展を促進

事

する。 展開、新製品開

務

発等について相談指導

事

、現場
指導する事業を

業

商工会議所に委託する

評

。

位
置
づ
け

関連計画  

価

根拠法令 刈谷市中小企

シ

業振興基本条例

対象者

ー

市内事業者 事業期間 平

ト

成１６年度 ～

実施方法

（

□直営　■委託　□指

様

定管理　□補助・助成

式

　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事

産

　
業
　
実
　
績

２７年度

業

実績 ２８年度実績 ２９

環

年度実績 ３０年度計画

境

・相談・指導事業 ・相

部

談・指導事業 ・相談・

一

指導事業 ・相談・指導

般

事業
（相談・指導件数

会

　134件） （相談・

計

指導件数　179件）

中

（相談・指導件数　1

小

43件） （相談・指導

企

件数　140件）
・講

業

演会事業 ・講演会事業

新

・講演会事業 ・講演会

開

事業
（開催回数　16

発

回） （開催回数　16

マ

回） （開催回数　13

ネ

回） （開催回数　15

ジ

回）

　相談と指導、ビ

メ

ジネススクールと講演

ン

会の開催事業を中心に

ト

、中小企業の活性化に

事

貢献している。また、

業

アンケートを

成果
実施

担

し、企業からの要望を

当

聞き取りながら内容の

課

さらなる充実に取り組

商

み、企業の経営体質や

工

品質の改善、若手社員

業

の教

育等に有益な事業

振

となっている。

　企業

興

の抱えている様々な課

課

題に的確に対応するた

款

め、より一層の相談体

項

制の充実が求められる

目

。また、本事業を積極

担

的

に広報し、相談や指

当

導の件数、各種参加者



工

講演
会の開催や相談・

業

訪問の回数を増やし、

振

企業に対して専門家に

興

よるアドバイス等を拡

係

充する。

7 1 1

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理

平

由

　景気の回復基調が

成

続く一方、中国や新興

３

国経済の先行き
・法的

０

業務
高い

不安に伴い、

年

既存事業の環境変化及

度

び新規事業・新分野進

（

必要性 ・市民ニーズ、

平

社会需要 出に対する中

成

小企業の関心は高まっ

２

ている。そこで、経営

９

・市民生活上必要であ

年

る　など 革新の取組み

度

を促進し、新たなビジ

評

ネスチャンスを創出す

価

るために、本事業にお

）

ける相談・指導等は必

刈

要である。
　中小企業

谷

に対してコーディネー

市

ターを派遣し、経営上

事

の
・コストの節減、費

務

用対効果
高い

課題を分

事

析し、将来に向けた適

業

切なアドバイス等を行

評

うた
効率性 ・執行体制

価

の効率性 めには、相互

シ

に密接な関係があり、

ー

指導等にも経験と実績

ト

・手段の最適性　など

（

のある商工会議所に委

様

託することが、最も効

式

率的で確実で
ある。
　

２

刈谷市中小企業振興基

）

本条例では、施策の基

会

本方針とし
・市が主体

計

となって実施する
普通

名

て「経営基盤の強化及

担

び経営の革新の促進を

当

図る」として
妥当性 　

部

べき事業であるか いる

産

。そのため、中小企業

業

の事業拡大、経営の安

環

定・向上
・総合計画と

境

の整合性　など が、本

部

市の社会資源である「

一

ものづくり」企業を支

般

援する
ことで、さらな

会

る産業の発展が期待で

計

きる。
　本市は自動車

中

関連企業が集積する特

小

色を持つ。そこで、

施

企

策への ・施策への貢献

業

度
高い

専門家により中

新

小企業における経営課

開

題などの改善に対し
・

発

目標達成度 て適切な指

マ

導・助言を行うことは

ネ

有益であり、工業振興

ジ

に
貢献度 ・市民サービ

メ

スへの効果　など 重要

ン

な施策であると考える

ト

。

今後の方向性 □拡充

事

　■現状維持　□改善

業

・効率化　□縮小　□

担

終期設定　□休止・廃

当

止

　中小企業新開発マ

課

ネジメント事業は中小

商

企業の経営課題の分析

工

、アドバイス、新製品

業

開発に係る経営資源の

振

紹介、
商品化や販路拡

興

大の支援等、中小企業

課

の活性化のために経営

款

支援を実施してきた。

項

　今後は、景気変動に

目

よる激しい外部環境の

担

変化に対応するため、

当

個々の企業が抱える様

係

々な課題解決のために



業

,000千円。（ただ

振

し中小企業者が行う依

興

頼試験、人材育成、展

係

示会出展等の補助事業

7

の合計額）
比較検証

1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,995 5,059 5,015 6,000 合計 5,015,371 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 5,015,371 円

一般財源 4,995 5,059 5,015 6,000

職員人件費　② 783 782 775 780

総事業費（①＋②） 5,778 5,841 5,790 6,780

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　

０

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 産業振興

基本施策 商

平

工業
施策体系

施策の内

成

容 工業の振興

目
　
　
　

２

的

　市内企業の新たな

９

技術開発を促進し、技

年

術

主
た
る
内
容

　市内企

度

業が公的試験機関であ

評

るあいち産業
力向上に

価

よる事業の発展と経営

）

の安定を図る｡ 科学技

刈

術総合センター、名古

谷

屋市工業研究所
及び公

市

益財団法人科学技術交

事

流財団あいちシ
ンクロ

務

トロン光センターが行

事

う依頼試験等を
利用し

業

た場合に、その費用の

評

一部を補助する｡
〇補

価

助対象経費　公的機関

シ

に納入した依頼試
　験

ー

等の利用に要した手数

ト

料
〇補助金の額　納入

（

した依頼試験等の利用

様

に
　要した手数料の3

式

分の2（円未満切捨て

１

）
　※1年度につき上

）

限500千円

位
置
づ
け

会

関連計画  

根拠法令 刈

計

谷市新産業技術開発支

名

援補助金交付要綱

対象

担

者 市内事業者 事業期間

当

平成２２年度 ～

実施方

部

法 □直営　□委託　□

産

指定管理　■補助・助

業

成　□その他

環境部

一般会計
新

Ｂ
　

産

事
　
業
　
実
　
績

２７年

業

度実績 ２８年度実績 ２

技

９年度実績 ３０年度計

術

画

・補助金額　4,9

開

94,501円 ・補助

発

金額　5,059,4

支

39円 ・補助金額　5

援

,015,371円 ・

補

補助金額　6,000

助

,000円

　企業の新

事

たな技術開発を支援す

業

るとともに、公的試験

担

機関の利用促進の一助

当

となった。

成果

　補助

課

制度の周知を図り、よ

商

り多くの企業に対して

工

新たな技術開発を促す

業

必要がある。

課題

指標

振

名称（単位）
実績値 目

興

標値

２７年度 ２８年度

課

２９年度 ３０年度 ３２

款

年度

活動 申請件数（件

項

） 111 117 115

目

120 130
指標

指標

担

　公的機関を利用した

当

技術開発の支援は刈谷

係

市と安城市のみである

工

。
他市との 安城市38



振興係

7 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

平

企業の新製品・新技術

成

開発を支援することは

３

、既存の技
・法的業務

０

高い
術に依存せず、産

年

業構造の変化に対応で

度

きる企業の育成に
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

平

需要 繋がることから、

成

本市産業の継続的な発

２

展に寄与するもの
・市

９

民生活上必要である　

年

など であり、必要性は

度

高い。

　依頼試験等の

評

利用に要した手数料へ

価

の補助であり、事業
・

）

コストの節減、費用対

刈

効果
普通

者は効率的に

谷

技術開発を推進するこ

市

とができる。
効率性 ・

事

執行体制の効率性
・手

務

段の最適性　など

　第

事

7次刈谷市総合計画で

業

は、商工業のめざす姿

評

を「企業の
・市が主体

価

となって実施する
高い

シ

経営環境が安定、合理

ー

化している」と掲げて

ト

おり、新製品
妥当性 　

（

べき事業であるか や新

様

技術の開発を支援する

式

ことは、安定した経営

２

基盤の形
・総合計画と

）

の整合性　など 成や新

会

分野の事業展開の促進

計

に繋がると考える。

　

名

企業の技術開発を支援

担

することは技術力向上

当

に繋がる。

施策への ・

部

施策への貢献度
高い

そ

産

の結果、雇用の継続や

業

、人材育成、職業能力

環

の向上、新
・目標達成

境

度 たな事業展開等の様

部

々な波及効果も期待で

一

きる。
貢献度 ・市民サ

般

ービスへの効果　など

会

今後の方向性 □拡充　

計

■現状維持　□改善・

新

効率化　□縮小　□終

産

期設定　□休止・廃止

業

　グローバル化する経

技

済状況に対応するため

術

には、より一層の経営

開

合理化や生産効率向上

発

が課題となる。そのた

支

めに
は新たな技術開発

援

、経営体質の改善が重

補

要である。
　依頼分析

助

等に要する経費を軽減

事

することで、積極的な

業

技術開発を促す本事業

担

を継続し、市内企業の

当

活性化に貢献し
ていく

課

。

商工業

Ｃ
 
　
Ｈ

振

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

興

　
∧
　
評
　
価
　
∨

課

款 項 目 担当係 工業



係

）
実績値 目標値

２７年

7

度 ２８年度 ２９年度 ３

1

０年度 ３２年度

活動 認

1

定申請件数（件） 7 11 ― ― ―
指標
成果 契約、取引成立件数（件） 30 58 377 100 100
指標

　碧南市15,000千円（合同企業説明会出展補助も含む）、西尾市1,500千円、安城市38,000千円（ただし、
他市との 安城市は販路拡大のほか、人材育成、人材確保、依頼試験等の補助を含む）
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,481 2,527 3,412 2,000 合計 3,412,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 3,412,000 円

一般財源 1,481 2,527 3,412 2,000

職員人件費　② 1,567 1,563 1,551 0

総事業費（①＋②） 3,048 4,090 4,963 2,000

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

０

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 産業

（

振興

基本施策 商工業
施

平

策体系
施策の内容 工業

成

の振興

目
　
　
　
的

　市

２

内企業が、市場開拓や

９

販路拡大等のため

主
た

年

る
内
容

　見本市等に出

度

展する市内事業者に対

評

して出
に展示商談会や

価

見本市等へ出展するこ

）

とによ 展費用の一部を

刈

補助する。
り、自立的

谷

発展を促すとともに市

市

内企業の経 〇対象経費

事

　　出展料
営基盤の強

務

化を支援する。 〇補助

事

率　　　2分の1
〇補

業

助限度額　20万円

位

評

置
づ
け

関連計画

根拠法

価

令 刈谷市中小企業見本

シ

市等出展支援事業補助

ー

金交付要綱

対象者 市内

ト

事業者 事業期間 平成２

（

９年度 ～

実施方法 □直

様

営　■委託　□指定管

式

理　■補助・助成　□

１

その他

）

会計名 担当部 産

Ｂ
　
事
　
業

業

　
実
　
績

２７年度実績

環

２８年度実績 ２９年度

境

実績 ３０年度計画

・交

部

付件数　　　　　6件

一

・交付件数　　　　　

般

9件 ・交付件数　　　

会

 　16件 ・交付件数

計

　　　 　10件
・補

見

助金額　1,481,

本

122円 ・補助金額　

市

2,527,023円

等

・補助金額　3,41

出

2,000円 ・補助金

展

額　2,000,00

支

0円

　補助金を交付す

援

ることで企業の出展意

事

欲を喚起し、市内の優

業

れたものづくりの技術

担

力を発信して企業の販

当

路拡大や新た

成果
なビ

課

ジネスパートナーの発

商

掘を支援できた。

　申

工

請件数は前年度を上回

業

ったが、周知について

振

はまだ十分ではなく、

興

今後も継続した周知が

課

課題である。

　「過去

款

に出展したことのある

項

見本市等に出展すると

目

き」という条件の緩和

担

を実施したことにより

当

、申請件数が増加した

係

課題
ため、今後も事業

工

者の意見を反映し、利

業

便性の向上に向けた補

振

助要件の検討を図って

興

いく。

指標名称（単位
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　見本市

平

の出展は、中小企業の

成

積極的な事業展開に資

３

する
・法的業務

普通
も

０

のであるため支援する

年

必要がある。
必要性 ・

度

市民ニーズ、社会需要

（

・市民生活上必要であ

平

る　など

　企業に対す

成

る支援策として、開始

２

2ヵ年で見本市出展の

９

ノ
・コストの節減、費

年

用対効果
高い

ウハウを

度

蓄積し、次の3ヵ年は

評

企業の出展に対する補

価

助への
効率性 ・執行体

）

制の効率性 切り替え及

刈

び企業のニーズ等の把

谷

握を行った。
・手段の

市

最適性　など 　平成2

事

9年度からは出展補助

務

を維持しつつ、対象要

事

件の変
更等、利便性の

業

向上を図った。
　販路

評

拡大や技術交流のため

価

、見本市へ出展する中

シ

小企業
・市が主体とな

ー

って実施する
高い

を支

ト

援することは、本市の

（

産業振興を進めるうえ

様

で有効で
妥当性 　べき

式

事業であるか 必要であ

２

ると考える。
・総合計

）

画との整合性　など

　

会

見本市の出展に対する

計

補助であるため企業経

名

営の直接的

施策への ・

担

施策への貢献度
普通

な

当

効果についてはその後

部

の営業努力が問われる

産

と考える。
・目標達成

業

度
貢献度 ・市民サービ

環

スへの効果　など

今後

境

の方向性 □拡充　□現

部

状維持　■改善・効率

一

化　□縮小　■終期設

般

定　□休止・廃止

　平

会

成24～25年度は企

計

業に対して見本市参加

見

へのノウハウを提供す

本

るため、直接市が見本

市

市のブースを借上げ、

等

出展
企業を募集する方

出

法で支援を実施した。

展

　平成26～28年度

支

については、自ら見本

援

市へ参加した企業に対

事

して、補助を行うとと

業

もに、補助の利用を検

担

討する企
業のニーズ等

当

についてヒアリングを

課

実施し、補助対象要件

商

の見直し等を検討した

工

。
　平成29年度から

業

は、企業ニーズに対応

振

していくため、補助対

興

象要件の緩和等、利便

課

性の向上を図り、出展

款

補助を継
続していく。

項 目 担当

Ｃ
 
　
Ｈ
 

係

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

工

∧
　
評
　
価
　
∨

業振興係



係

９年度 ３０年度 ３２年

7

度

活動 事業認定申請件

1

数（件） 2 3 5 2 2
指

1

標
活動
指標

　西三河地域のほとんどの市において愛知県の補助要件に準じて補助を実施しているため、補助対象分野、
他市との 投資規模要件等が本市に比べて限定されている。なお、平成30年度当初予算ベースでは碧南市0円、安城市5
比較検証 40,733千円、西尾市0円、知立市0円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 74,653 0 29,318 470,000 合計 29,318,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 33,606 0 8,009 161,512 交付金 29,318,000 円

一般財源 41,047 0 21,309 308,488

職員人件費　② 3,525 3,517 2,714 3,510

総事業費（①＋②） 78,178 3,517 32,032 473,510

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 新あいち創造産業立地補助金
（県）

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

０

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 産業

（

振興

基本施策 商工業
施

平

策体系
施策の内容 工業

成

の振興

目
　
　
　
的

　企

２

業の流出防止、雇用の

９

維持・拡大や経営

主
た

年

る
内
容

　企業が、工場

度

・研究所の新増設及び

評

改修、
基盤の強化等を

価

図り、地域経済の振興

）

と市民 又は機械設備装

刈

置を購入した場合にそ

谷

の費用
生活の向上に寄

市

与する。 の一部を補助

事

する。
　なお、愛知県

務

新あいち創造産業立地

事

補助金
交付要綱のＡタ

業

イプに採択された場合

評

、又は
市内で立地を伴

価

う設備投資を行った場

シ

合は、
補助金を上乗せ

ー

する。

位
置
づ
け

関連計

ト

画

根拠法令 愛知県新あ

（

いち創造産業立地補助

様

金交付要綱、刈谷市産

式

業立地促進補助金交付

１

要綱

対象者 企業 事業期

）

間 平成２４年度 ～

実施

会

方法 □直営　□委託　

計

□指定管理　■補助・

名

助成　□その他

担当部 産業環境部

Ｂ

一

　
事
　
業
　
実
　
績

２７

般

年度実績 ２８年度実績

会

２９年度実績 ３０年度

計

計画

・交付実績   

産

4件 74,653千

業

円・交付実績   0

立

件 ・交付実績   2

地

件 29,318千円

促

・交付見込  5件 

進

470,000千円
　

補

　愛知県の補助制度も

助

取り入れながら、本市

事

独自の投資促進制度を

業

構築し、企業の設備投

担

資等を促した。また、

当

企業に対

成果
して事業

課

計画の段階から相談に

商

応じ、本制度の利用促

工

進に努めた。さらに、

業

愛知県の補助制度の利

振

用についても企業と連

興

携しながら対応し、企

課

業の負担軽減と事業拡

款

大に寄与することで、

項

企業の市外流出防止と

目

ともに地域経済の振興

担

を図るこ

とができた。

当

　愛知県への事前申請

係

準備と企業の投資計画

工

策定の調整に時間を要

業

している。

課題

指標名

振

称（単位）
実績値 目標

興

値

２７年度 ２８年度 ２
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Ｃ
 
　

1

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　企業は

平

好調な自動車関連産業

成

を中心に、取引先企業

３

から
・法的業務

高い
の

０

需要拡大に対応するた

年

め生産体制の強化が急

度

務となって
必要性 ・市

（

民ニーズ、社会需要 い

平

る。そのため、企業の

成

設備投資を支援し、経

２

営の安定化
・市民生活

９

上必要である　など を

年

図ることは企業の市外

度

への流出防止と地域の

評

産業振興に
必要である

価

と考える。
　愛知県が

）

市町村と連携して実施

刈

するとして施行し、本

谷

市
・コストの節減、費

市

用対効果
普通

も近隣自

事

治体の中でも比較的早

務

期に施行した。また、

事

本事
効率性 ・執行体制

業

の効率性 業は愛知県の

評

申請要件を緩和した独

価

自の基準で補助を実施

シ

・手段の最適性　など

ー

しており、利用率を高

ト

めるうえで最適な手段

（

であったと考
える。
　

様

自動車関連企業が集積

式

する本市において、企

２

業の発展は
・市が主体

）

となって実施する
普通

会

産業振興と市の財政運

計

営上必要不可欠である

名

ことから、経
妥当性 　

担

べき事業であるか 営悪

当

化に歯止めをかけるた

部

めにも企業の工場の新

産

増設など
・総合計画と

業

の整合性　など による

環

事業拡大及び新規事業

境

導入を支援することは

部

妥当で
あると考える。

一

　本事業は企業の経営

般

基盤の強化と既存工業

会

の高度化、拡

施策への

計

・施策への貢献度
高い

産

大化を図るのみならず

業

、雇用の維持拡大に寄

立

与するもので
・目標達

地

成度 あり、地域産業の

促

振興に大いに貢献する

進

と考える。
貢献度 ・市

補

民サービスへの効果　

助

など

今後の方向性 □拡

事

充　■現状維持　□改

業

善・効率化　□縮小　

担

□終期設定　□休止・

当

廃止

　平成27年度よ

課

り、市内における新た

商

な設備投資等の企業立

工

地を支援するために、

業

補助対象者の企業規模

振

を限定せず
立地条件に

興

応じて補助率を引き上

課

げる等の拡充を図って

款

いる。
　また、本事業

項

の趣旨普及に努めると

目

ともに制度の積極的な

担

活用による企業の設備

当

投資の促進を図り、事

係

業認定後の
進捗管理を

工

行い、適切な執行管理

業

と、補助金交付後の事

振

業効果の把握等に努め

興

る。

係



7

進できた。

　市内企業

1

の従業員に対し、階層

1

別・テーマ別の研修を行い企業の経営基盤強化に寄与するとともに女性の活躍を推進す

る機運向上の一助となった。

　市内の製造業を中心に企業訪問を実施したたため、多様な業種の企業を訪問すること。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

活動 訪問企業数（社） ― 53 71 100 100
指標
活動 セミナー・講演会参加者数（人） ― 142 80 ― ―
指標

　安城市52,575千円（中小企業ビジネス支援事業）
他市との 　なお、コンシェルジュ・人材育成・女性活躍推進を合わせた事業を実施している市は無い。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 13,772 13,440 15,509 合計 13,439,965 円
賃金 3,245,625 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 15,340 円
委託料 10,179,000 円

一般財源 0 13,772 13,440 15,509

職員人件費　② 0 0 0 0

総事業費（①＋②） 0 13,772 13,440 15,509

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費

Ｄ

0

３１年度以降の事業

　

費見込 0

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

０

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 産業振

（

興

基本施策 商工業
施策

平

体系
施策の内容 工業の

成

振興

目
　
　
　
的

　市内

２

企業の経営基盤の強化

９

及び人材育成を

主
た
る

年

内
容

○経営力強化支援

度

図ることで、中小企業

評

の活性化を促す。 　企

価

業ＯＢを中小企業コン

）

シェルジュとして
　雇

刈

用し、市内企業の課題

谷

調査及び支援方策
　を

市

検討する。
○人材確保

事

支援
　職歴、階層別及

務

びテーマ別に研修を実

事

施す
　る。
○女性活躍

業

支援
　人事担当者及び

評

女性管理職に向けた講

価

演会
　やワークショッ

シ

プを開催する。

位
置
づ

ー

け

関連計画

根拠法令 刈

ト

谷市中小企業振興基本

（

条例

対象者 市内企業 事

様

業期間 平成２８年度 ～

式

実施方法 ■直営　■委

１

託　□指定管理　□補

）

助・助成　□その他

会計名 担当部 産業環

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

境

２７年度実績 ２８年度

部

実績 ２９年度実績 ３０

一

年度計画

　 ・中小企業

般

コンシェルジュに ・中

会

小企業コンシェルジュ

計

に ・中小企業コンシェ

中

ルジュに
　 　よる企業

小

訪問　    53社

企

　よる企業訪問　　　

業

71社 　よる企業訪問

活

   　100社
　 ・

性

企業人材パワーアップ

化

セミ ・企業人材パワー

事

アップセミ
　 　ナー受

業

講者数　    79

担

人 　ナー受講者数　　

当

　61人
　　　―――

課

―――― ・女性の活躍

商

推進セミナー ・企業の

工

ための女性活躍推進
　

業

受講者数　　  　 

振

 14人 　セミナー受

興

講者数　 9人
・女性

課

の活躍推進講演会 ・子

款

育て女性の再就職応援

項

セ
　参加者数　　　 

目

   49人 　ミナー

担

受講者数　  10人

当

　市内企業を訪問して

係

経営課題を把握するこ

工

とで、課題に対応した

業

支援方策を検討できた

振

。また、企業に本市の

興

支援メニ

成果
ューをＰ

係

Ｒすることで利用を促



1

ナー・講演会について

1

は平成３０年度から「中小企業人材育成支援事業」にて実施する。

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市内中小

平

企業は取引先からの値

成

下げ要求や増産対応に

３

追
・法的業務

高い
われ

０

、自社での従業員育成

年

に人、時間、費用いず

度

れも割く
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要 こと

平

ができない状態である

成

。そのため、中小企業

２

の従業員
・市民生活上

９

必要である　など の人

年

材育成を支援して経営

度

基盤の強化や雇用の安

評

定を図る
ことは、地域

価

の産業振興に必要と考

）

える。
　市内中小企業

刈

の従業員に対し、継続

谷

的な指導を直接行う
・

市

コストの節減、費用対

事

効果
高い

ため、短期的

務

な効果に留まらず、将

事

来に亘って企業に貢献

業

効率性 ・執行体制の効

評

率性 できる人材を育成

価

することができる。ま

シ

た、研修を通じて
・手

ー

段の最適性　など 様々

ト

な業種の参加者が交流

（

する機会も生むことか

様

ら、事業
の効率性は高

式

い。
　多様な企業が集

２

積する本市において、

）

企業のニーズに即
・市

会

が主体となって実施す

計

る
普通

した支援を継続

名

して実施するためには

担

、市内中小企業の経
妥

当

当性 　べき事業である

部

か 営課題や事業状況に

産

ついて市が的確に把握

業

する必要があり
・総合

環

計画との整合性　など

境

、妥当な取組であると

部

考える。

　従業員の育

一

成は、中小企業の経営

般

基盤強化に繋がるもの

会

施策への ・施策への貢

計

献度
高い

であり、本市

中

の商工業振興における

小

貢献度は高い。また、

企

・目標達成度 企業の経

業

営課題に対して具体的

活

な支援方策を提示して

性

いく
貢献度 ・市民サー

化

ビスへの効果　など に

事

は、コンシェルジュだ

業

けでは解決できない問

担

題もあり、
関係機関と

当

の連携が不可欠である

課

。

今後の方向性 □拡充

商

　■現状維持　□改善

工

・効率化　■縮小　□

業

終期設定　□休止・廃

振

止

　市内中小企業への

興

訪問調査を継続し、経

課

営課題や行政へのニー

款

ズ把握に努めるととも

項

に、企業が持つ経営課

目

題の解
決のために必要

担

な方策を検討する。
　

当

また、人材育成の効果

係

は短期的な測定が困難

工

ではあるが、企業から

業

のニーズは高く、質の

振

高い研修を継続的かつ

興

直
接受講できる本事業

係

の方策は有効であると

7

考える。
　なお、セミ



興

、販売促進と商店街の

係

活性化が図られた。

成

7

果
・商業団体が愛知県

1

の補助金を活用した際

1

の自己負担分に対して市で協調して補助したことにより、商業団体に掛かる負

担の軽減と市の持ち出しを削減することができた。

　地域の盆踊りなどと同時開催している夏祭りイベントが多く、地元住民には喜ばれている。今後は商店街各店舗の集客

力を高め、売上向上につなげていく事業を実施する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

活動 交付団体数（団体） 11 10 8 10 10
指標
成果 商店街のイベントなどに参加したことのある市民の 38.4(H26) 35.1 ー 42.0 45.0
指標 割合（％）

　補助条件等は異なるが、近隣市のほとんどが補助事業を行っている。なお、平成30年度当初予算ベースで
他市との は碧南市600千円、安城市38,000千円、西尾市1,522千円
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 13,844 10,764 13,672 19,318 合計 13,672,176 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 4,901 3,927 5,577 6,020 交付金 13,672,176 円

一般財源 8,9

Ｄ

43 6,837 8,0

　

95 13,298

職員

　

人件費　② 2,350

　

2,345 2,326

Ｏ

2,340

総事業費（

　

①＋②） 16,194

　

13,109 15,9

∧

98 21,658

建
設

　

事
業

全体事業費（単位

　

：千円） 0 ２９年度特

実

定財源名称

２９年度ま

　

での累積事業費 0 げん

　

き商店街推進事業費補

施

助
金（県）

３１年度以

　

降の事業費見込 0

　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

０

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 産

（

業振興

基本施策 商工業

平

施策体系
施策の内容 商

成

業の活性化

目
　
　
　
的

２

　商業団体が行う事業

９

等の実施に要する費用

年

主
た
る
内
容

　商業団体

度

がその活性化のために

評

行う各種事
を補助し、

価

中小商業者の組織化を

）

促進すると 業にかかる

刈

経費の一部を補助する

谷

。
ともに、その経営の

市

合理化及び販路の開拓

事

を
図り、商業の活性化

務

を目指す。

位
置
づ
け

関

事

連計画  

根拠法令 刈谷

業

市中小企業振興基本条

評

例、刈谷市商業団体事

価

業費補助金交付要綱

対

シ

象者 商店街振興組合等

ー

事業期間 昭和５５年度

ト

～

実施方法 □直営　□

（

委託　□指定管理　■

様

補助・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

産

績

２７年度実績 ２８年

業

度実績 ２９年度実績 ３

環

０年度計画

補助金額　

境

13,843,660

部

円 補助金額　10,7

一

64,050円 補助金

般

額　13,672,1

会

76円 補助金額　19

計

,318,000円
補

商

助事業の主な活動内容

業

補助事業の主な活動内

団

容 補助事業の主な活動

体

内容 補助事業の主な活

事

動予定
・商店街の催事

業

・商店街の催事 ・商店

費

街の催事 ・商店街の催

補

事
　夏祭りや納涼映画

助

祭 　夏祭りや納涼映画

事

祭 　夏祭りや納涼映画

業

祭 　夏祭りや納涼映画

担

祭
・広告宣伝事業 ・広

当

告宣伝事業 ・広告宣伝

課

事業 ・広告宣伝事業
　

商

情報誌やのぼり旗の作

工

成 　情報誌や商店街マ

業

ップの作 　情報誌の作

振

成 　情報誌や商店街マ

興

ップの作
・愛リスシー

課

ル事業 　成 ・愛リスシ

款

ール事業 　成
・カリア

項

ンナイト ・カリアンナ

目

イト ・ホームページ更

担

新事業 ・ホームページ

当

更新事業
・カリアンナ

係

イト ・カリアンナイト

商

・顧客へのサービス及

業

び地域住民のコミュニ

振

ケーションを盛んにし



係

7 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　商業

平

団体は、地域経済と雇

成

用の担い手として本市

３

経済の
・法的業務

高い

０

健全な発展に大きな役

年

割を果たすとともに、

度

安心で安全な
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

平

街づくりの一役を担っ

成

ている。しかし、年々

２

会員数の減少
・市民生

９

活上必要である　など

年

により財源確保に苦慮

度

する現状から、積極的

評

な事業運営の
ためにも

価

補助は必要である。
　

）

本事業には県の補助事

刈

業と連動している内容

谷

もあり、商
・コストの

市

節減、費用対効果
普通

事

業団体の事業実施のた

務

めに、他施策も活用す

事

ることによっ
効率性 ・

業

執行体制の効率性 て商

評

業団体の負担を軽減さ

価

せることは利用性を高

シ

める上で
・手段の最適

ー

性　など 最適であった

ト

と考える。

　商業の経

（

営安定に関わる課題は

様

原則として商業者自ら

式

が
・市が主体となって

２

実施する
普通

負うべき

）

責務であるが、本市経

会

済発展に商業団体の活

計

性化
妥当性 　べき事業

名

であるか が効果的であ

担

るとともに、経営の継

当

続、拡大に繋がるため

部

・総合計画との整合性

産

　など 補助金を交付す

業

ることは妥当と考える

環

。

　商業団体が行う街

境

路灯設置などの施設整

部

備や空き店舗対

施策へ

一

の ・施策への貢献度
高

般

い
策事業は、商店街の

会

活性化やにぎわいを創

計

出し、地域の経
・目標

商

達成度 済活動に良好な

業

影響を与えるものとし

団

て期待できるため、
貢

体

献度 ・市民サービスへ

事

の効果　など 目標達成

業

に向け、一定の成果が

費

あると考える。

今後の

補

方向性 □拡充　■現状

助

維持　□改善・効率化

事

　□縮小　□終期設定

業

　□休止・廃止

　大型

担

店の出店等により商店

当

街を取り巻く環境はま

課

すます厳しいものにな

商

っているが、商業団体

工

の活性化が地域の発
展

業

に有効であると考えて

振

いるため、今後も必要

興

な補助を行う。

課

款 項 目

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

担

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

当

　
価
　
∨

係 商業振興



当係 商業振興係

7

Ｃ

1

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

1

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 14,908 40,483 7,448 20,000 合計 7,448,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 7,448,000 円

一般財源 14,908 40,483 7,448 20,000

職員人件費　② 1,175 3,517 3,490 3,510

総事業費（①＋②） 16,083 44,000 10,938 23,510

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３０

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 産業振興

基本

平

施策 商工業
施策体系

施

成

策の内容 商業の活性化

２

目
　
　
　
的

　小規模企

９

業者の設備投資の促進

年

及び経営基

主
た
る
内
容

度

　事業の継続・拡大の

評

ために一定額以上の設

価

盤の強化を図るため、

）

市内に所在する事業所

刈

備投資を行う小規模企

谷

業者に対して、補助金

市

に係る設備の更新等を

事

行う小規模企業者に対

務

を交付する。
して補助

事

金を交付する。 　なお

業

、経営革新計画の認定

評

を受けた設備投
資につ

価

いては、補助金を上乗

シ

せする。

位
置
づ
け

関連

ー

計画

根拠法令 刈谷市中

ト

小企業振興基本条例、

（

刈谷市小規模企業者設

様

備投資促進補助金交付

式

要綱

対象者 市内小規模

１

企業者 事業期間 平成２

）

９年度 ～ 平成３１年度

会

実施方法 □直営　□委

計

託　□指定管理　■補

名

助・助成　□その他

担当部 産業環境部

一

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

般

２７年度実績 ２８年度

会

実績 ２９年度実績 ３０

計

年度計画

・補助金額　

小

14,908,000

規

円 ・補助金額　40,

模

483,000円 ・補

企

助金額　7,448,

業

000円 ・補助金額　

者

20,000,000

設

円

　小規模企業者の事

備

業継続及び拡大に伴う

投

設備投資に係る経費負

資

担を軽減することがで

促

きた。

成果

　申請内容

進

が多岐にわたり、審査

補

に時間を要しているた

助

め、審査方法について

事

検討をする必要がある

業

。

課題

指標名称（単位

担

）
実績値 目標値

２７年

当

度 ２８年度 ２９年度 ３

課

０年度 ３２年度

活動 申

商

請件数（件） 17 53

工

12 15 ―
指標

指標
　

業

制度設計に相違点はあ

振

るが、近隣市において

興

も小規模企業者の設備

課

投資に係る補助制度を

款

持っている。
他市との

項

碧南市95,894千

目

円、安城市280,0

担

00千円
比較検証



係 商業振興係

7 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

平

理由

　設備更新等に係

成

る経費の一部を補助す

３

ることで、地域産
・法

０

的業務
高い

業の基盤を

年

支えている小規模企業

度

者の事業の継続及び拡

（

大
必要性 ・市民ニーズ

平

、社会需要 が図られる

成

ことから、本事業の必

２

要性は高いと考える。

９

・市民生活上必要であ

年

る　など

　補助対象と

度

なるのは、本市の償却

評

資産課税台帳に登録さ

価

・コストの節減、費用

）

対効果
普通

れた機械等

刈

の設備であり、小規模

谷

企業者が自らの事業に

市

要
効率性 ・執行体制の

事

効率性 するものである

務

ことを確認しているこ

事

とから、審査に係る
・

業

手段の最適性　など 効

評

率性及び最適性を確保

価

している。

　中小企業

シ

振興基本条例では、市

ー

の責務として「小規模

ト

企
・市が主体となって

（

実施する
高い

業者の事

様

情に配慮し、必要な措

式

置を講ずる」としてお

２

り、
妥当性 　べき事業

）

であるか 設備投資に補

会

助金を交付することは

計

、小規模企業者の事業

名

・総合計画との整合性

担

　など 継続・拡大を図

当

り、経営環境の安定、

部

合理化となることか
ら

産

、本事業は妥当と考え

業

る。
　事業者の経費負

環

担を軽減することで、

境

事業の継続及び拡

施策

部

への ・施策への貢献度

一

高い
大を図ることがで

般

き、市内産業の活性化

会

につながることか
・目

計

標達成度 ら本事業の波

小

及効果は高いものと考

規

える。
貢献度 ・市民サ

模

ービスへの効果　など

企

今後の方向性 □拡充　

業

■現状維持　□改善・

者

効率化　□縮小　■終

設

期設定　□休止・廃止

備

　申請状況を勘案し、

投

事業者のニーズを捉え

資

た制度設計を再考する

促

。

進補助

Ｃ
 
　
Ｈ

事

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

業

　
∧
　
評
　
価
　
∨

担当課 商工業振興課

款 項 目 担当



7

する必要があ

る。ベス

1

トセレクションについ

1

ては、事業実施後に追跡調査を行い、事業による効果の検証と事業者の支援を継続して行
課題

っていく。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

活動 参加商業者数（店舗） ― ― 129 175 ―
指標
成果 刈谷ベストセレクション事業によって経営課題が改 ― ― 80.0 85.0 ―
指標 善した店舗の割合（％）

　刈谷市と商工会議所が協力して行う独自の事業であるため、近隣市においては、同様の事業を行っていな
他市との い。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 6,655 7,000 合計 6,655,132 円
委託料 6,655,132 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 6,655 7,000

職員人件費　② 0 0 2,326 1,950

総事業費（①＋②） 0 0 8,981 8,950

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

０

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 産業振

（

興

基本施策 商工業
施策

平

体系
施策の内容 商業の

成

活性化

目
　
　
　
的

　市

２

内全域の小売商業者・

９

サービス業者の活

主
た

年

る
内
容

　市内商業者の

度

販促力、自社製品や商

評

品のＰ
性化のためのイ

価

ベントの開催や講習等

）

を開催 Ｒ力の向上に繋

刈

がるイベントや講習等

谷

を開催
し、意欲のある

市

商業者の積極的な事業

事

活動を する。
支援する

務

。

位
置
づ
け

関連計画

根

事

拠法令 刈谷市中小企業

業

振興基本条例

対象者 市

評

内商業者 事業期間 平成

価

２９年度 ～

実施方法 □

シ

直営　■委託　□指定

ー

管理　□補助・助成　

ト

□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　

担

業
　
実
　
績

２７年度実

当

績 ２８年度実績 ２９年

部

度実績 ３０年度計画

　

産

　 参加商業者数 参加商

業

業者数
　 　 ・刈谷ベス

環

トセレクション事 ・刈

境

谷ベストセレクション

部

事
　 　 業　　　　　 

一

25店舗 業     

般

        25

会

店舗
　 　 ・秋の大感謝

計

祭レシートラリ ・秋の

商

大感謝祭レシートラリ

業

　　　―――――――

フ

　　　―――――――

ェ

ー         

ア

104店舗 ー    

開

       150

催

店舗
※がんばる商業者

事

応援事業に
　移行

　レ

業

シートラリーにより、

担

参加店の魅力を発見し

当

てもらい、市内商業者

課

への理解を深めるとと

商

もに、買い回りを促す

工

こと

成果
で、消費喚起

業

に繋がった。また、ベ

振

ストセレクションでは

興

、商工会議所の経営指

課

導員の伴走型支援を実

款

施することで、そ

れぞ

項

れの事業者の経営課題

目

を鮮明にし、克服に向

担

けた支援を行うことで

当

、魅力ある店舗づくり

係

を支援することができ

商

た。

　レシートラリー

業

については、事業の開

振

催時期、内容について

興

検討を重ね、より市民

係

に理解されるよう検討



1 1

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市内の商

平

業者の置かれている状

成

況は、郊外の大型商業

３

施
・法的業務

高い
設や

０

インターネット販売な

年

どの購買機会の多様化

度

や、少子
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要 高齢

平

化などの構造的な要因

成

により、厳しい状況が

２

続いてお
・市民生活上

９

必要である　など り、

年

消費喚起に繋がるイベ

度

ントの開催や、商業者

評

の販売力
強化の支援を

価

行うことで、商業者の

）

活性化に必要である。

刈

　小売業者及びサービ

谷

ス業者の活性化を図る

市

ため、商業者
・コスト

事

の節減、費用対効果
普

務

通
及び商店街の支援を

事

行うものである。その

業

ため、事業を効
効率性

評

・執行体制の効率性 果

価

的かつ効率的に実施す

シ

るため、より専門的な

ー

知識を有し
・手段の最

ト

適性　など 、小売業者

（

及びサービス業者を熟

様

知する商工会議所に委

式

託
することで事業効果

２

が期待できる。
　刈谷

）

市中小企業振興基本条

会

例では、商業及びサー

計

ビス業
・市が主体とな

名

って実施する
普通

の「

担

地域コミュニティの担

当

い手」としての重要性

部

を鑑み、
妥当性 　べき

産

事業であるか 活性化を

業

図るとしている。地域

環

密着型商業の推進や消

境

費者
・総合計画との整

部

合性　など ニーズに対

一

応するための支援を行

般

うことは、商業及びサ

会

ー
ビス業の活性化を図

計

るための必要な事業で

商

ある。
　商店街と商工

業

会議所が連携し、事業

フ

を行うことで、多く

施

ェ

策への ・施策への貢献

ア

度
高い

の消費者が商店

開

街及び市内事業者の店

催

舗に足を運ぶことと
・

事

目標達成度 なり、商店

業

街が活性化するととも

担

に、市内事業者の売上

当

向
貢献度 ・市民サービ

課

スへの効果　など 上に

商

よって、地域の活性化

工

に効果があると考える

業

。

今後の方向性 □拡充

振

　□現状維持　■改善

興

・効率化　□縮小　□

課

終期設定　□休止・廃

款

止

　商店街、商工会議

項

所及び消費者のニーズ

目

からの意見を反映して

担

、新たな事業を実施し

当

た。事業内容の周知も

係

含めて
、消費者のニー

商

ズや商業者の意見を取

業

り入れながら、今後は

振

事業内容を柔軟に対応

興

していくことで、商業

係

の活性化に
繋がると考

7

えている。



1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0 3,000 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 3,000

職員人件費　② 0 0 0 0

総事業費（①＋②） 0 0 0 3,000

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

０

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 産業振興

基

（

本施策 商工業
施策体系

平

施策の内容 商業の活性

成

化

目
　
　
　
的

　創業及

２

び創業者の成長を促進

９

するため、創

主
た
る
内

年

容

　創業時に必要な事

度

務所賃借料、法人化、

評

販
業等に要する費用を

価

支援することで、事業

）

の 売促進に要する経費

刈

と創業後の事業規模拡

谷

大
円滑な運用を促す。

市

を行う事業に要する経

事

費の一部を補助する。

務

○対象経費　
　　事業

事

所賃借料（上限60万

業

円）
　　法人登記等に

評

係る経費（上限15万

価

円）
　　販売の促進に

シ

係る経費（上限25万

ー

円）
○補助率
　　2分

ト

の1

位
置
づ
け

関連計画

（

根拠法令 刈谷市創業者

様

応援補助金交付要綱

対

式

象者 事業期間 平成２９

１

年度 ～

実施方法 □直営

）

　□委託　□指定管理

会

　■補助・助成　□そ

計

の他

名 担当部 産業環境

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

２７年度実績 ２

一

８年度実績 ２９年度実

般

績 ３０年度計画

　 　 ・

会

認定件数　4件 ・認定

計

件数　4件
　 　 ・交付

創

件数　4件
　 　
　 　
　

業

　　――――――― 　

者

　　―――――――

　

支

創業時に必要な事業に

援

要する経費の一部を補

事

助することにより、事

業

業の安定的な運用に寄

担

与することができた。

当

成果

　制度開始直後と

課

いうこともあり、認定

商

のみに留まったが今後

工

も申請者の増加のため

業

に補助事業概要の周知

振

徹底を図る必

要がある

興

。また、認定者への補

課

助金申請が行われた場

款

合、適正な交付に努め

項

る必要がある。
課題

指

目

標名称（単位）
実績値

担

目標値

２７年度 ２８年

当

度 ２９年度 ３０年度 ３

係

２年度

活動 認定件数（

商

件） ― ― 4 4 4
指標
活

業

動
指標

他市との
比較検

振

証

興係

7 1



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　創業者を支援

平

することで、新しい産

成

業や雇用の機会を創
・

３

法的業務
高い

出し、地

０

域経済の活性化を促す

年

ことに繋がるため、起

度

業・
必要性 ・市民ニー

（

ズ、社会需要 創業の行

平

いやすい環境を整える

成

必要がある。
・市民生

２

活上必要である　など

９

　創業における支援を

年

商工会議所と連携する

度

ことで、創業
・コスト

評

の節減、費用対効果
普

価

通
時及び将来に向けた

）

適切なアドバイスを、

刈

経験豊かな商工
効率性

谷

・執行体制の効率性 会

市

議所うの経営指導員が

事

行うことで、最も効率

務

的に行うこ
・手段の最

事

適性　など とが期待で

業

きる。

　刈谷市中小企

評

業振興基本条例では、

価

施策の基本方針とし
・

シ

市が主体となって実施

ー

する
高い

て「創業の支

ト

援及び事業の承継の円

（

滑化を図る」としてい

様

妥当性 　べき事業であ

式

るか る。そのため、創

２

業の支援できる環境を

）

整備することで、
・総

会

合計画との整合性　な

計

ど 創業後の安定した発

名

展を期待できると考え

担

る。

　創業後の安定し

当

た経営を継続するため

部

、事業計画の作成

施策

産

への ・施策への貢献度

業

高い
支援や経営相談を

環

行える環境を身近に整

境

備することで、地
・目

部

標達成度 域経済の活性

一

化と新しい産業や雇用

般

の機会の創出に繋がる

会

貢献度 ・市民サービス

計

への効果　など と考え

創

る。

今後の方向性 □拡

業

充　■現状維持　□改

者

善・効率化　□縮小　

支

□終期設定　□休止・

援

廃止

　創業者支援事業

事

は創業時の経費の一部

業

支援を行うと共に、事

担

業計画の作成及び創業

当

後の経営相談など、創

課

業の支援
を身近に受け

商

れる環境を整備するた

工

め、刈谷商工会議所と

業

連携して実施している

振

。
　創業時の経費を軽

興

減することで、安定し

課

た経営を促し、持続的

款

な発展と地域の活性化

項

に貢献を図るため、事

目

業を継
続していく。

担当係 商

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

業

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

振

　
評
　
価
　
∨

興係

7 1 1



.0 66.6 66.6 100.0 100.0
指標

　事業化してセミナーや講座を開催している市はない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 109 98 38 484 合計 37,600 円
報償費 16,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 21,600 円

一般財源 109 98 38 484

職員人件費　② 1,567 1,563 1,551 1,560

総事業費（①＋②） 1,676 1,661 1,589 2,044

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

０

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 産業振興

基本

（

施策 商工業
施策体系

施

平

策の内容 雇用・就労の

成

安定確保

目
　
　
　
的

　

２

若年者、女性、再就職

９

希望者等の就業支援

主

年

た
る
内
容

　県や関係機

度

関と連携して、新規学

評

卒者、学
及び企業の人

価

材確保支援を実施し、

）

就業機会 卒者の保護者

刈

、再就職希望者等に対

谷

し、セミ
の増大を図る

市

。 ナーや講座等を開催

事

する。
　また、労働者

務

、事業者に対し、就業

事

環境の
整備を啓発する

業

セミナーや講座を開催

評

する。

位
置
づ
け

関連計

価

画  

根拠法令  

対象者

シ

市民、事業者 事業期間

ー

平成１９年度 ～

実施方

ト

法 ■直営　■委託　□

（

指定管理　□補助・助

様

成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　

部

事
　
業
　
実
　
績

２７年

産

度実績 ２８年度実績 ２

業

９年度実績 ３０年度計

環

画

・セミナー・講座回

境

数　　7回・セミナー

部

・講座回数　　7回・

一

セミナー・講座回数 

般

   6回・セミナー

会

・講座回数　　6回
・

計

就職相談窓口開設回数

就

　6回・就職相談窓口

業

開設回数 10回・就

支

職相談窓口開設回数 

援

 8回・就職相談窓口

事

開設回数 18回

　参

業

加者からは、役に立っ

担

た、悩みが解消した、

当

有意義であった等の多

課

くの声が寄せられ、成

商

果を数値では表せない

工

が、

成果
就業支援に繋

業

がった。

　目まぐるし

振

く変化する雇用情勢に

興

対応した事業実施が求

課

められるため、その時

款

々に見合った内容、開

項

催時期であったか

の検

目

証や、事業実施後のア

担

フターフォローを行う

当

必要があると考える。

係

課題

指標名称（単位）

工

実績値 目標値

２７年度

業

２８年度 ２９年度 ３０

振

年度 ３２年度

活動 セミ

興

ナー、講座の参加率（

係

％） 64.8 60.9

5

85.7 90.0 90

1

.0
指標
活動 就職相談

1

窓口利用率（％） 40



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　産業構造の変化

平

や若年労働者の減少、

成

団塊世代の退職、
・法

３

的業務
高い

フリーター

０

の増加など、雇用情勢

年

が変わる中、労働環境

度

は
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要 大きく変化

平

している。そのため、

成

求職者、労働者への情

２

報
・市民生活上必要で

９

ある　など 提供や啓発

年

を積極的に進め、就業

度

支援の一層の充実を図

評

る
必要がある。
　様々

価

なニーズの方、さらに

）

対象者を限定している

刈

ため、
・コストの節減

谷

、費用対効果
普通

費用

市

対効果での評価は難し

事

いが、関係機関と連携

務

し、事業
効率性 ・執行

事

体制の効率性 効果を上

業

げるべく工夫する必要

評

がある。
・手段の最適

価

性　など

　学卒者、フ

シ

リーターなどの若年者

ー

、女性、中高年齢者に

ト

・市が主体となって実

（

施する
高い

対し、就労

様

機会の増大に努めるこ

式

と、また企業の雇用ニ

２

ー
妥当性 　べき事業で

）

あるか ズの確保を支援

会

することは、行政が率

計

先して取り組むべき
・

名

総合計画との整合性　

担

など 課題である。

　様

当

々なニーズに応じ、各

部

種セミナーを開催する

産

ことによ

施策への ・施

業

策への貢献度
高い

り就

環

労機会の増大に努め、

境

雇用・就労の安定確保

部

に寄与し
・目標達成度

一

ている。
貢献度 ・市民

般

サービスへの効果　な

会

ど

今後の方向性 □拡充

計

　■現状維持　□改善

就

・効率化　□縮小　□

業

終期設定　□休止・廃

支

止

　雇用情勢、労働環

援

境の変化に対応した事

事

業を展開していくとと

業

もに、今後も様々なニ

担

ーズに応じた就労機会

当

の増大
に努める。

課 商工業

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

振

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

興

評
　
価
　
∨

課

款 項 目 担当係 工業振興係

5 1 1



る。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

活動 人材確保事業補助金申請件数（件） ― ― 16 15 15
指標
活動 中小企業求人情報発信支援補助金申請件数（件） ― ― ― 5 5
指標

　碧南市15,000千円（合同企業説明会出展補助も含む）
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 2,330 6,500 合計 2,330,200 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 2,330,200 円

一般財源 0 0 2,330 6,500

職員人件費　② 0 0 775 780

総事業費（①＋②） 0 0 3,105 7,280

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

０

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 産業振興

基本

（

施策 商工業
施策体系

施

平

策の内容 雇用・就労の

成

安定確保

目
　
　
　
的

　

２

若年労働者の減少や高

９

齢化等による労働の

主

年

た
る
内
容

　市内の中小

度

企業者が、市外で開催

評

される合
担い手不足問

価

題を解消するため、中

）

小企業者 同企業説明会

刈

へ出展する際に、出展

谷

料の一部
の求人活動を

市

支援する。 を補助する

事

。
○対象経費　出展小

務

間料
○補助率　　2分

事

の1
○限度額　　30

業

万円
　

位
置
づ
け

関連計

評

画

根拠法令 中小企業合

価

同企業説明会出展支援

シ

事業補助金交付要綱、

ー

中小企業求人情報発信

ト

支援補助金交付要綱

対

（

象者 市内事業者 事業期

様

間 平成２９年度 ～

実施

式

方法 □直営　□委託　

１

□指定管理　■補助・

）

助成　□その他

会計名 担当部 産業

Ｂ

環

　
事
　
業
　
実
　
績

２７

境

年度実績 ２８年度実績

部

２９年度実績 ３０年度

一

計画

　 　 ・補助件数　

般

　　　 16件 出展料

会

補助
　 　 ・補助金額　

計

2,330,200円

人

・補助見込　　　　 

材

15件
　 　 ・補助金額

確

　4,500,000

保

円
　 　 掲載料補助（大

事

手就職情報サ
　　　―

業

―――――― 　　　―

担

―――――― イトを活

当

用して求人を行う事
業

課

者に対して掲載にかか

商

る費
用の一部を補助す

工

る。）
・補助見込　　

業

　　  5件
・補助金

振

額　2,000,00

興

0円

　中小企業者の問

課

題である人材不足の解

款

消のため、求職者との

項

マッチングの機会であ

目

る企業説明会等の出展

担

小間料を補助

成果
する

当

ことにより、問題解消

係

の一助となる支援を行

工

うことができた。

　グ

業

ループ企業による申請

振

が目立ち、補助の交付

興

対象事業者に偏りが見

係

られため、多くの事業

5

者に本制度を利用して

1

もら

えるような、周知

1

方法の検討が必要であ



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　企業説明会の出

平

展は、中小企業者の抱

成

える人材不足の問
・法

３

的業務
高い

題解消、雇

０

用の安定の一助となる

年

ため支援する必要があ

度

る
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要 。
・市民生

平

活上必要である　など

成

　出展料の補助を行う

２

ことが、直接的に雇用

９

の増加につな
・コスト

年

の節減、費用対効果
普

度

通
がるかの評価は困難

評

であるため、交付企業

価

に対する採用状
効率性

）

・執行体制の効率性 況

刈

の確認を行うなど、事

谷

業効果を上げるため情

市

報の蓄積と
・手段の最

事

適性　など 工夫を行う

務

必要がある。

　若年労

事

働者の減少や高齢化等

業

による人材不足解消の

評

ため
・市が主体となっ

価

て実施する
高い

、企業

シ

説明会へ出展する中小

ー

企業者を支援すること

ト

は、本
妥当性 　べき事

（

業であるか 市の産業振

様

興を進めるうえで必要

式

であると考える。
・総

２

合計画との整合性　な

）

ど

　企業説明会への出

会

展に対する補助である

計

ため、中小企業

施策へ

名

の ・施策への貢献度
普

担

通
者の抱える人材不足

当

の解消への直接的な効

部

果については、
・目標

産

達成度 その後の企業努

業

力も問われると考える

環

。
貢献度 ・市民サービ

境

スへの効果　など

今後

部

の方向性 □拡充　□現

一

状維持　■改善・効率

般

化　□縮小　□終期設

会

定　□休止・廃止

　申

計

請企業の偏りや申請状

人

況を整理し、人材の不

材

足感を抱える中小企業

確

者に幅広く制度利用の

保

周知を行っていくとと

事

もに、本補助制度を利

業

用による翌年度以降の

担

採用結果を効果測定す

当

るため、補助金交付企

課

業に対して調査を行い

商

、よ
り効果的な制度設

工

計を検討していく。

業振興課

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

款

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

項

　
評
　
価
　
∨

目 担当係 工業振興係

5 1 1



興

度 ３０年度 ３２年度

活

係

動 参加チーム数（チー

7

ム） 87 111 123

1

100 100
指標

指標

1

　近隣市町で同様の事業を実施している自治体はない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 148 4,621 245 7,706 合計 244,853 円
報償費 244,853 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 148 4,621 245 7,706

職員人件費　② 392 2,345 388 0

総事業費（①＋②） 540 6,966 633 7,706

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

０

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 産

（

業振興

基本施策 商工業

平

施策体系
施策の内容 工

成

業の振興

目
　
　
　
的

　

２

高校生が制作したコマ

９

を用いて競う「高校

主

年

た
る
内
容

　「高校生コ

度

マ大戦」を産業振興セ

評

ンターで
生コマ大戦」

価

を通じて、全国から参

）

加する高 開催する。
校

刈

生及び来場者に対し、

谷

「ものづくりのまち
刈

市

谷」をアピールし、人

事

材育成や雇用促進を
目

務

指す。

位
置
づ
け

関連計

事

画

根拠法令 刈谷市中小

業

企業振興基本条例

対象

評

者 高校生 事業期間 平成

価

２６年度 ～

実施方法 □

シ

直営　■委託　□指定

ー

管理　□補助・助成　

ト

■その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　

担

業
　
実
　
績

２７年度実

当

績 ２８年度実績 ２９年

部

度実績 ３０年度計画

・

産

第3回全国高校生コマ

業

大戦参・第4回全国高

環

校生コマ大戦参・第5

境

回全国高校生コマ大戦

部

参・第6回全国高校生

一

コマ大戦参
　加高校数

般

　 　加高校数 　加高校

会

数 　加高校数
　　30

計

校87チーム 　　35

高

校111チーム 　　3

校

0校123チーム 　　

生

30校100チーム
　

コ

　上位8チームに副賞

マ

を授与 　　上位16チ

大

ームに副賞及び
※高校

戦

生コマ大戦協賛事業に

協

参加者全員に参加賞を

賛

授与
　て実施 ※高校生

事

コマ大戦協賛事業に
　

業

て実施

　全国から集ま

担

った次代のものづくり

当

人材を担う高校生に対

課

して、「ものづくりの

商

まち刈谷」をＰＲする

工

ことができた。

成果
ま

業

た、中小企業経営者等

振

によるパネルディスカ

興

ッションや、子ども向

課

けのコマ製作教室を併

款

催し、出場者のみなら

項

ず、幅

広い世代に対し

目

て情報発信することが

担

できた。

　参加高校生

当

に対し市内企業の情報

係

をＰＲする手法を検討

工

する。

課題

指標名称（

業

単位）
実績値 目標値

２

振

７年度 ２８年度 ２９年



1

必

要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

活動 来場者数(人) 24,000 26,000 25,000 24,000 24,000
指標
活動 参加企業数(社) 70 72 58 72 72
指標

　安城市は5年に1度の開催である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 10,328 10,428 9,992 10,456 合計 9,992,201 円
需用費 210,301 円

財
　
源

特定財源 1,090 1,120 497 1,000 委託料 8,726,400 円
使用料及び賃借料

一般財源 9,238 9,308 9,495 9,456 1,055,500 円

職員人件費　② 2,350 2,345 2,326 2,340

総事業費（①＋②） 12,678 12,773 12,318 12,796

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 広告料収入

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

０

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 産業振興

基

（

本施策 商工業
施策体系

平

施策の内容 商業の活性

成

化

目
　
　
　
的

　刈谷産

２

業まつりを開催し、人

９

と産業のふれ

主
た
る
内

年

容

　碧海5市の事業者

度

による製品や商品の展

評

示と
あい、交流をテー

価

マに活気と魅力あふれ

）

る街 即売、県外からの

刈

物産展、市内商工業団

谷

体等
づくりを目指す。

市

による即売会、各種イ

事

ベントを開催する。

位

務

置
づ
け

関連計画

根拠法

事

令 刈谷市中小企業振興

業

基本条例

対象者 対象者

評

を限定せず 事業期間 平

価

成９年度 ～

実施方法 ■

シ

直営　■委託　□指定

ー

管理　□補助・助成　

ト

□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　

担

業
　
実
　
績

２７年度実

当

績 ２８年度実績 ２９年

部

度実績 ３０年度計画

・

産

開催月日　11月7日

業

、8日 ・開催月日　1

環

1月5日、6日 ・開催

境

月日　11月4日、5

部

日 ・開催月日　11月

一

3日、4日
・開催場所

般

・開催場所 ・開催場所

会

・開催場所
　　産業振

計

興センター 　　産業振

産

興センター 　　産業振

業

興センター 　　産業振

展

興センター
・来場者数

開

　24,000人 ・来

催

場者数　26,000

事

人 ・来場者数　25,

業

000人 ・来場者数　

担

24,000人

　市民

当

への企業ＰＲをはじめ

課

、企業間交流の場とし

商

ての成果もあり、さら

工

に、県内工業高校生に

業

よる技能五輪競技職種

振

で

成果
もある移動式ロ

興

ボット大会を同日に開

課

催することにより、も

款

のづくり人材の育成を

項

図ることができた。ま

目

た、市民に地域

産業の

担

理解を深めるとともに

当

、出展者の相互交流に

係

より事業者の新たなビ

商

ジネスチャンスの場と

業

もなっている。

　広く

振

市民のみなさんに楽し

興

んでご来場いただくと

係

ともに、地元産業のＰ

7

Ｒの場となるようイベ

1

ント内容を充実させる



興

２９年度 ３０年度 ２９

係

年度

（決算） （決算）

7

（決算） （予算） 事業

1

費内訳

事業費　① 11

1

,043 9,445 9,445 9,445 合計 9,445,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 9,445,000 円

一般財源 11,043 9,445 9,445 9,445

職員人件費　② 392 391 388 0

総事業費（①＋②） 11,435 9,836 9,833 9,445

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

０

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 産

（

業振興

基本施策 商工業

平

施策体系
施策の内容 商

成

業の活性化

目
　
　
　
的

２

　商工業振興団体に対

９

し、団体及び事業補助

年

主
た
る
内
容

　団体運営

度

及び団体の実施事業に

評

補助金を交
を実施し、

価

商工業の活性化を図る

）

。 付する。
・愛知県中

刈

小企業団体中央会
・刈

谷

谷商工会議所
・中小企

市

業相談所
・刈谷市商店

事

街連盟
・刈谷鉄工協議

務

会
・刈谷菓子工業組合

事

位
置
づ
け

関連計画  

根

業

拠法令 刈谷市補助金等

評

交付規則、刈谷市中小

価

企業振興基本条例

対象

シ

者 各種団体 事業期間 ～

ー

実施方法 □直営　□委

ト

託　□指定管理　■補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

２７年度実績 ２８年度

産

実績 ２９年度実績 ３０

業

年度計画

・7団体　1

環

1,043,470円

境

交付 ・6団体　9,4

部

45,000円交付 ・

一

6団体　9,445,

般

000円交付 ・6団体

会

　9,445,000

計

円交付
　

　各団体の積

商

極的な事業実施により

工

、市民への啓発、労働

業

者の育成、事業者への

振

支援等が図られ、商工

興

業の活性化につな

成果

団

がった。

　慣例的な支

体

出とせず、事業費を対

補

象として、事業の公共

助

性や公益性を精査し、

事

補助金支出の根拠や補

業

助金額の積算根拠

を明

担

確にする必要がある。

当

課題

指標名称（単位）

課

実績値 目標値

２７年度

商

２８年度 ２９年度 ３０

工

年度 ３２年度

活動 交付

業

団体数（団体） 7 6 6

振

6 6
指標

 
指標

他市と

興

の
比較検証

課

款 項 目 担当係 商

Ｃ
　
事
　

業

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

振

千円
２７年度 ２８年度



係

47千円、西尾市1,

商

046千円、知立市1

業

,596千円
比較検証

振興係

7 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,944 6,035 6,863 7,590 合計 6,862,509 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 6,862,509 円

一般財源 7,944 6,035 6,863 7,590

職員人件費　② 783 782 775 0

総事業費（①＋②） 8,727 6,817 7,638 7,590

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３０

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 産業振興

基本施

平

策 商工業
施策体系

施策

成

の内容 商業の活性化

目

２

　
　
　
的

　商業団体が

９

維持管理している街路

年

灯等の電

主
た
る
内
容

　

度

商業団体が維持管理し

評

ている街路灯等の電
灯

価

料等を補助し、商店街

）

の経費節減及び防犯 灯

刈

料、電球交換費及び道

谷

路占用料を100％補

市

助
効果を高める。 する

事

。

位
置
づ
け

関連計画  

務

根拠法令 刈谷市商業団

事

体事業費補助金交付要

業

綱

対象者 団体・事業者

評

事業期間 昭和５５年度

価

～

実施方法 □直営　□

シ

委託　□指定管理　■

ー

補助・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

担

績

２７年度実績 ２８年

当

度実績 ２９年度実績 ３

部

０年度計画

・利用団体

産

　8団体 ・利用団体　

業

7団体 ・利用団体　7

環

団体 ・利用団体　7団

境

体
・補助金額　7,9

部

44,012円 ・補助

一

金額　6,034,9

般

89円 ・補助金額　6

会

,862,509円 ・

計

補助金額　7,590

商

,000円

　商店街の

業

街路灯の維持管理経費

団

を支援することで、商

体

店街の活性化と防犯対

街

策に貢献している。ま

路

た、組合員の減少等

成

灯

果
により財政基盤が弱

等

体化している商業団体

電

の負担を軽減すること

灯

で、商業団体の活動継

料

続を支援した。

　組合

補

員等の減少や商店街の

助

衰退などの理由から、

事

街路灯の所有及び維持

業

管理が困難になった場

担

合の対応について、早

当

急

に検討する必要があ

課

る。
課題

指標名称（単

商

位）
実績値 目標値

２７

工

年度 ２８年度 ２９年度

業

３０年度 ３２年度

活動

振

 補助対象商業団体数

興

（団体） 8 7 7 7 7
指

課

標
 

指標
　近隣市にお

款

いても補助条件などに

項

差はあるが、電灯料等

目

の補助事業を行ってい

担

る。
他市との 　近隣市

当

予算額　碧南市5,6



7

工業者事業資金
　15

1

1件　補助金10,2

1

52,635円　143件　補助金11,057,648円　132件　補助金9,934,718円 　140件

　中小企業の融資による円滑な資金繰りを支援し、経営の安定化の一助となった。

成果

　景気動向などにより、対象となる融資制度や補助率、補助限度額を見直す必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

活動 申請件数（件） 410 349 328 350 370
指標
成果 融資実績額（万円） 404,439 333,538 359,826 360,000 370,000
指標

　他市においても、信用保証料の補助を行っている。
他市との 　近隣市予算額　碧南市20,878千円、安城市60,000千円、西尾市19,921千円、知立市9,327千円、
比較検証 高浜市13,000千円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 39,422 35,533 33,712 45,000 合計 33,711,715 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 33,711,715 円

一般財源 39,422 35,533 33,712 45,00

Ｄ

0

職員人件費　② 1,

　

175 1,172 1,

　

163 1,170

総事

　

業費（①＋②） 40,

Ｏ

597 36,705 3

　

4,875 46,17

　

0

建
設
事
業

全体事業費

∧

（単位：千円） 0 ２９

　

年度特定財源名称

２９

　

年度までの累積事業費

実

0

３１年度以降の事業

　

費見込 0

　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

０

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 産業振

（

興

基本施策 商工業
施策

平

体系
施策の内容 商業の

成

活性化

目
　
　
　
的

　市

２

内中小企業の発展のた

９

めの融資が円滑に

主
た

年

る
内
容

　愛知県信用保

度

証協会の保証により融

評

資を受
行われるよう信

価

用保証料を補助し、経

）

費の軽 けた中小企業に

刈

対し、その金額に対す

谷

る信用
減を図る。 保証

市

料の全部又は一部を補

事

助する。
○補助融資制

務

度　愛知県小規模企業

事

等振興資
　金・愛知県

業

経済環境適応資金・刈

評

谷市商工
　業者事業資

価

金
○補助率　融資制度

シ

、借入額に応じて10

ー

0～　
　　　　　50

ト

％の間で変動。
○限度

（

額　同一年度内で20

様

0千円
　　　　（市外

式

事業者は100千円）

１

位
置
づ
け

関連計画  

根

）

拠法令 信用保証料補助

会

金交付要綱

対象者 市内

計

事業者 事業期間 昭和５

名

６年度 ～

実施方法 □直

担

営　□委託　□指定管

当

理　■補助・助成　□

部

その他

産業環境部

一般会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

２７年度実績

信

２８年度実績 ２９年度

用

実績 ３０年度計画

・愛

保

知県小規模企業等振興

証

資 ・愛知県小規模企業

料

等振興資 ・愛知県小規

補

模企業等振興資 ・愛知

助

県小規模企業等振興資

事

　金 　金 　金 　金
　7

業

4件　補助金6,29

担

8,851円 　52件

当

　補助金3,865,

課

568円 　45件　補

商

助金4,183,24

工

7円 　55件
・愛知県

業

経済環境適応資金 ・愛

振

知県経済環境適応資金

興

・愛知県経済環境適応

課

資金 ・愛知県経済環境

款

適応資金
　185件　

項

補助金22,870,

目

272円　154件　

担

補助金20,610,

当

009円　151件　

係

補助金19,593,

商

750円　155件
・

業

刈谷市商工業者事業資

振

金 ・刈谷市商工業者事

興

業資金 ・刈谷市商工業

係

者事業資金 ・刈谷市商



業

市：70,000千円

振興係

7 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 325,000 325,000 325,000 325,000 合計 325,000,000 円
貸付金 325,000,000 円

財
　
源

特定財源 325,000 325,000 325,000 325,000

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 392 391 388 390

総事業費（①＋②） 325,392 325,391 325,388 325,390

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 商工業振興資金預託金元金収
入

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　

０

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 産業振興

基本施策 商

平

工業
施策体系

施策の内

成

容 商業の活性化

目
　
　

２

　
的

　金融機関との取

９

引機会の少ない中小規

年

模の

主
た
る
内
容

　愛知

度

県商工業振興資金融資

評

制度の運用資金
商工業

価

者が、事業上必要とす

）

る資金の融資を として

刈

、市と県が協調して市

谷

内取扱金融機関
円滑に

市

することにより、その

事

経営の振興に資 に資金

務

預託を行う。
する。

位

事

置
づ
け

関連計画  

根拠

業

法令  

対象者 市内事業

評

者 事業期間 昭和６０年

価

度 ～

実施方法 ■直営　

シ

□委託　□指定管理　

ー

□補助・助成　□その

ト

他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実

担

　
績

２７年度実績 ２８

当

年度実績 ２９年度実績

部

３０年度計画

・利用件

産

数　78件 ・利用件数

業

　52件 ・利用件数　

環

54件 ・利用件数　6

境

0件
・融資金額　54

部

8,400,000円

一

・融資金額　270,

般

500,000円 ・融

会

資金額　457,30

計

0,000円 ・融資金

商

額　480,000,

工

000円

　中小企業に

業

対する低金利融資制度

振

として、資金調達の円

興

滑化に寄与している。

資

成果

　融資実績が預託

金

額を下回る状況のため

貸

、金融機関への円滑且

付

つ効果的な周知により

預

利用率向上を図るとと

託

もに、預託額

の妥当性

事

について愛知県と協議

業

する必要がある。
課題

担

指標名称（単位）
実績

当

値 目標値

２７年度 ２８

課

年度 ２９年度 ３０年度

商

３２年度

活動 利用件数

工

(件) 78 52 54 6

業

0 70
指標

 
指標

　近

振

隣市においても規模の

興

差はあるが、預託事業

課

を行っている。
他市と

款

の 　近隣市予算額　碧

項

南市：100,000

目

千円、安城市：200

担

,000千円、西尾市

当

：150,000円、

係

知立市：100,00

商

0千円
比較検証 　高浜



商業振興

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

係

ト

単位：千円
２７年度

7

２８年度 ２９年度 ３０

1

年度 ２９年度

（決算）

1

（決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 110,260 144,220 149,140 137,680 合計 149,140,000 円
貸付金 149,140,000 円

財
　
源

特定財源 110,260 144,220 149,140 137,680

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 392 391 388 390

総事業費（①＋②） 110,652 144,611 149,528 138,070

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 商工業者事業資金預託金元金
収入

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

０

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 産業振興

基本施策

平

商工業
施策体系

施策の

成

内容 商業の活性化

目
　

２

　
　
的

　市内の中小規

９

模の商工業者が、事業

年

上必要

主
た
る
内
容

　刈

度

谷市商工業者事業資金

評

融資制度の運用資
とす

価

る資金の融資を円滑に

）

することにより、 金と

刈

して市内取扱金融機関

谷

に資金を預託し、
その

市

経営の合理化と健全な

事

成長発展を図る。 融資

務

の円滑化を図る。

位
置

事

づ
け

関連計画  

根拠法

業

令 刈谷市商工業者事業

評

資金融資制度要綱

対象

価

者 市内事業者 事業期間

シ

平成６年度 ～

実施方法

ー

■直営　□委託　□指

ト

定管理　□補助・助成

（

　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事

当

　
業
　
実
　
績

２７年度

部

実績 ２８年度実績 ２９

産

年度実績 ３０年度計画

業

・利用件数　158件

環

・利用件数　146件

境

・利用件数　137件

部

・利用件数　150件

一

・融資金額　461,

般

260,000円 ・融

会

資金額　455,40

計

0,000円 ・融資金

商

額　457,330,

工

000円 ・融資金額　

業

470,000,00

者

0円

　他の融資制度よ

事

り有利な金利で借入が

業

できることから、特に

資

小規模・零細企業の資

金

金調達の円滑化に寄与

貸

している。

成果

　利用

付

率向上のため、金融機

預

関への円滑且つ効果的

託

な周知を図る必要があ

事

る。

課題

指標名称（単

業

位）
実績値 目標値

２７

担

年度 ２８年度 ２９年度

当

３０年度 ３２年度

活動

課

利用件数(件) 158

商

146 137 140 1

工

50
指標

 
指標

　西尾

業

市において、独自の預

振

託事業を行っている。

興

他市との 　近隣市予算

課

額　西尾市：300,

款

000千円
比較検証

項 目 担当係



、公共交通機関が近在する等の理由により、他市と比較して利用者にとって良好な環境に
他市との ある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 163,717 166,927 170,182 179,097 合計 170,181,840 円
役務費 158,667 円

財
　
源

特定財源 70,009 70,465 71,677 69,131 委託料 169,813,383 円
使用料及び賃借料 209,790 円

一般財源 93,708 96,462 98,505 109,966

職員人件費　② 783 782 775 780

総事業費（①＋②） 164,500 167,709 170,957 179,877

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 産業振興センター使用料
行政財産目的外使用料

３１年度以降の事業費見込 0 電話料実費徴収金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

０

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 産業振興

基本

（

施策 商工業
施策体系

施

平

策の内容 商業の活性化

成

目
　
　
　
的

　産業振興

２

センターの施設管理を

９

において効

主
た
る
内
容

年

　産業振興センターの

度

施設の保守・管理を都

評

率的な運営を図るとと

価

もに、安全管理に努め

）

市施設管理協会に指定

刈

管理する。
る。

位
置
づ

谷

け

関連計画  

根拠法令

市

刈谷市公の施設に係る

事

指定管理者の指定の手

務

続等に関する条例

対象

事

者 都市施設管理協会 事

業

業期間 平成１７年度 ～

評

実施方法 □直営　□委

価

託　■指定管理　□補

シ

助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

名

２７年度実績 ２８年度

担

実績 ２９年度実績 ３０

当

年度計画

・使用区分単

部

位の利用率 ・使用区分

産

単位の利用率 ・使用区

業

分単位の利用率 ・使用

環

区分単位の利用率
　5

境

1.58％ 　52.8

部

1％ 　54.64％ 　

一

55.00％
・利用者

般

数　286,747人

会

・利用者数　324,

計

256人 ・利用者数　

施

326,000人 ・利

設

用者数　330,00

管

0人

　利用者も多分野

理

に広がりを見せており

事

、管理面で対応が難し

業

い事例があるが、経験

担

豊かなＯＢ等による管

当

理・運営のた

成果
め臨

課

機応変に対応し、安定

商

的に適正な運営が行わ

工

れている。

　会議室等

業

の使用料金と駐車場利

振

用者への補助額におい

興

て収支を見た場合、駐

課

車場補助額の方が大き

款

い事例があるため、

経

項

営という観点から、ま

目

た他施設との整合性を

担

見ながら検討する必要

当

があると考える。
課題

係

指標名称（単位）
実績

商

値 目標値

２７年度 ２８

業

年度 ２９年度 ３０年度

振

３２年度

活動 利用者数

興

（人） 286,747

係

324,256 326

7

,000 330,00

1

0 350,000
指標

3

指標
　使用料金が安く



　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,686 9,249 994 0 合計 993,600 円
需用費 993,600 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 11,686 9,249 994 0

職員人件費　② 1,175 391 388 0

総事業費（①＋②） 12,861 9,640 1,382 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

０

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 産業振興

基本

（

施策 商工業
施策体系

施

平

策の内容 商業の活性化

成

目
　
　
　
的

　産業振興

２

センターの耐用年数を

９

経過し老朽

主
た
る
内
容

年

　産業振興センターの

度

施設・設備等の補修を

評

化した機器類等の補修

価

を実施し、適正な管理

）

行う。
運営を行い、利

刈

用者への安全性・利便

谷

性を確 ○完成年月日　

市

平成7年10月28日

事

保する。 ○延床面積　

務

　10,472㎡

位
置

事

づ
け

関連計画  

根拠法

業

令  

対象者 施設利用者

評

・施設管理者 事業期間

価

～

実施方法 ■直営　□

シ

委託　□指定管理　□

ー

補助・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

担

績

２７年度実績 ２８年

当

度実績 ２９年度実績 ３

部

０年度計画

・補修件数

産

　6件 ・補修件数　3

業

件 ・補修件数　1件 　

環

　
　
　
　　　――――

境

―――

　年度当初計画

部

していた補修すべて計

一

画どおり完了し、利用

般

者に迷惑をかけること

会

なく利用いただくこと

計

ができた。

成果

　建設

施

から21年目を迎え、

設

補修計画を立てていた

補

箇所とは異なる箇所が

修

突発的に補修が必要と

事

なる状況が発生してい

業

る。

今後も毎年、施設

担

管理者、保守管理者と

当

現場確認しながら、数

課

年先までを視野に入れ

商

、補修必要箇所を洗い

工

出し、年度計
課題

画を

業

作成しながら対応して

振

いくことが求められる

興

。

指標名称（単位）
実

課

績値 目標値

２７年度 ２

款

８年度 ２９年度 ３０年

項

度 ３２年度

活動 利用者

目

数(人) 286,74

担

7 324,256 32

当

6,000
指標

 
指標

係

他市との
比較検証

商業振興係

7 1 3

Ｃ



円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 1,094 3,474 30,000

職員人件費　② 0 391 388 0

総事業費（①＋②） 0 1,485 3,862 30,000

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

０

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 産業振興

基本

（

施策 商工業
施策体系

施

平

策の内容 商業の活性化

成

目
　
　
　
的

　産業振興

２

センターの設備改修を

９

実施し、適

主
た
る
内
容

年

　産業振興センターの

度

施設・設備等の整備を

評

正な管理運営を行い、

価

利用者への安全性・利

）

行う。
便性を確保する

刈

。 ○完成年月日　平成

谷

7年10月28日
○延

市

床面積　10,472

事

㎡

位
置
づ
け

関連計画

根

務

拠法令

対象者 事業期間

事

～

実施方法 ■直営　□

業

委託　□指定管理　□

評

補助・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

２７年度実績 ２８年

計

度実績 ２９年度実績 ３

名

０年度計画

　 ・工事件

担

数　1件 ・工事件数　

当

5件 　
　 　
　 　
　 　
　

部

　　――――――― 　

産

　　―――――――

　

業

中央監視装置の外気温

環

度・湿度計測器の取付

境

けにより、快適性、経

部

済性の向上に効果的で

一

あった。

成果

　建築後

般

20年を経過し、設備

会

の老朽化が各所に見ら

計

れるため、大規模改修

施

のタイミングなどを含

設

めて検討していく必要

整

が

ある。
課題

指標名称

備

（単位）
実績値 目標値

事

２７年度 ２８年度 ２９

業

年度 ３０年度 ３２年度

担

活動 利用者数（人） 2

当

86,747 324,

課

256 326,000

商

指標

指標

他市との
比較

工

検証

業振興課

款 項 目 担

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

当

　
ス
　
ト

単位：千円
２

係

７年度 ２８年度 ２９年

商

度 ３０年度 ２９年度

（

業

決算） （決算） （決算

振

） （予算） 事業費内訳

興

事業費　① 0 1,09

係

4 3,474 30,0

7

00 合計 3,474,

1

360 円
工事請負費

3

3,474,360 



目

助成制度を持っている

担

。
他市との 　碧南市1

当

3,949千円　安城

係

市1,500千円　知

商

立市394千円、高浜

業

市225千円
比較検証

振興係

7 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 583 551 531 1,500 合計 530,699 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 530,699 円

一般財源 583 551 531 1,500

職員人件費　② 783 782 775 780

総事業費（①＋②） 1,366 1,333 1,306 2,280

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３０

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 産業振興

平

基本施策 商工業
施策体

成

系
施策の内容 商業の活

２

性化

目
　
　
　
的

　小規

９

模事業者は、経営内容

年

が不安定である

主
た
る

度

内
容

　日本政策金融公

評

庫（国民生活事業）に

価

よる
ことや、担保・信

）

用力が乏しい等の理由

刈

から 小規模事業者経営

谷

改善資金融資制度（通

市

称マ
資金調達に課題を

事

抱える場合が多い。そ

務

のた ル経融資）を小規

事

模事業者が利用した場

業

合、
め、商工会議所等

評

の経営指導を受けるこ

価

とを 一定期間利子補給

シ

を行う。
条件に日本政

ー

策金融公庫が無担保・

ト

無保証・
低利で融資を

（

行う小規模事業者経営

様

改善資金
融資制度の利

式

用促進を図り、資金調

１

達を支援
する。

位
置
づ

）

け

関連計画

根拠法令 刈

会

谷市小規模事業者経営

計

改善資金利子補給補助

名

金交付要綱

対象者 小規

担

模事業者 事業期間 平成

当

２６年度 ～ 平成３２年

部

度

実施方法 □直営　□

産

委託　□指定管理　■

業

補助・助成　□その他

環境部

一般会計
小規

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

模

績

２７年度実績 ２８年

事

度実績 ２９年度実績 ３

業

０年度計画

・補助金額

者

　582,525円 ・

経

補助金額　551,4

営

08円 ・補助金額　5

改

30,699円 ・補助

善

金額　600,000

資

円

　事業者が支払う利

金

子の一部を補助するこ

利

とで、小規模事業者経

子

営改善資金融資制度の

補

利用促進を図り、資金

給

繰りの一助

成果
とする

事

ことができた。

　助成

業

制度の周知を図り、小

担

規模事業者経営改善資

当

金融資制度のより一層

課

の利用促進を図る。

課

商

題

指標名称（単位）
実

工

績値 目標値

２７年度 ２

業

８年度 ２９年度 ３０年

振

度 ３２年度

活動 申請件

興

数（件） 25 27 41

課

35 40
指標

指標
　制

款

度設計に相違点はある

項

が、近隣市においても



5

市110千円
他市との

1

・連合愛知三河西地域

1

協議会　碧南市270千円、安城市700千円
比較検証 ・愛知県労働者福祉協議会西三河支部　碧南市180千円、安城市250千円、西尾市219千円、知立市180千円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,230 3,230 3,076 6,400 合計 3,075,600 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 3,075,600 円

一般財源 3,230 3,230 3,076 6,400

職員人件費　② 392 391 388 0

総事業費（①＋②） 3,622 3,621 3,464 6,400

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

０

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 産業振

（

興

基本施策 商工業
施策

平

体系
施策の内容 雇用・

成

就労の安定確保

目
　
　

２

　
的

　労働団体等に対

９

し団体及び事業補助を

年

実施

主
た
る
内
容

　次の

度

3団体に補助金を交付

評

する。
して、労働者福

価

祉の支援を図る。 　ま

）

た、中小企業者の退職

刈

金共済制度への加
入促

谷

進のため、加入事業者

市

に対し補助金を交
付す

事

る。
○労働団体
　刈谷

務

市雇用対策協議会
　連

事

合愛知三河西地域協議

業

会
　愛知県労働者福祉

評

協議会西三河支部
○中

価

小企業退職金共済制度

シ

加入促進補助金

位
置
づ

ー

け

関連計画  

根拠法令

ト

刈谷市補助金等交付規

（

則、刈谷市中小企業退

様

職金共済制度加入促進

式

補助金交付要綱

対象者

１

団体・事業者 事業期間

）

昭和４２年度 ～

実施方

会

法 □直営　□委託　□

計

指定管理　■補助・助

名

成　□その他

担当部 産業環境部

Ｂ
　

一

事
　
業
　
実
　
績

２７年

般

度実績 ２８年度実績 ２

会

９年度実績 ３０年度計

計

画

・3団体　2,40

労

0,000円交付 ・3

働

団体　2,400,0

者

00円交付 ・3団体　

福

2,400,000円

祉

交付 ・3団体　2,4

助

00,000円交付
・

成

中退共　830,10

事

0円交付 ・中退共　8

業

30,000円交付 ・

担

中退共　675,60

当

0円交付 ・中退共　4

課

,000,000円交

商

付

　各団体の積極的な

工

取組みにより、労働者

業

等の育成・支援が図ら

振

れ、工業の振興に繋が

興

った。

成果

　慣例的な

課

支出とせず、事業の公

款

共性や公益性を精査し

項

支出の根拠や補助金額

目

の積算根拠を明確にす

担

る必要がある｡

課題

指

当

標名称（単位）
実績値

係

目標値

２７年度 ２８年

工

度 ２９年度 ３０年度 ３

業

２年度

活動 中退共交付

振

企業数（件） 8 7 10

興

15 20
指標

 
指標

・

係

雇用対策協議会　西尾



1

） （決算） （予算） 事

1

業費内訳

事業費　① 100,000 100,000 100,000 100,000 合計 100,000,000 円
貸付金 100,000,000 円

財
　
源

特定財源 100,000 100,000 100,000 100,000

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 392 391 388 390

総事業費（①＋②） 100,392 100,391 100,388 100,390

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 労働金庫預託金元金収入

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

０

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 産業振興

（

基本施策 商工業
施策体

平

系
施策の内容 雇用・就

成

労の安定確保

目
　
　
　

２

的

　住宅資金、生活資

９

金等を融資している東

年

海

主
た
る
内
容

　東海労

度

働金庫に資金を預託す

評

る。
労働金庫に資金を

価

預託し、労働者の借り

）

入れ
を円滑に進め、福

刈

利厚生を充実させる。

谷

位
置
づ
け

関連計画  

根

市

拠法令  

対象者 対象者

事

を限定せず 事業期間 ～

務

実施方法 ■直営　□委

事

託　□指定管理　□補

業

助・助成　□その他

評価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

）

２７年度実績 ２８年度

会

実績 ２９年度実績 ３０

計

年度計画

・預託金額　

名

100,000,00

担

0円 ・預託金額　10

当

0,000,000円

部

・預託金額　100,

産

000,000円 ・預

業

託金額　100,00

環

0,000円

　労働者

境

の福利厚生を充実する

部

ことができた。

成果

　

一

預託金額の妥当性につ

般

いて、検討、協議する

会

。

課題

指標名称（単位

計

）
実績値 目標値

２７年

労

度 ２８年度 ２９年度 ３

働

０年度 ３２年度

活動  

金

預託額（千円） 100

庫

,000 100,00

預

0 100,000 10

託

0,000 100,0

事

00
指標

 
指標

　本事

業

業は、東海労働金庫が

担

展開する融資に係る原

当

資の一部を、各市町村

課

で協調して預託するも

商

のであり、
他市との 近

工

隣市においても同様の

業

制度を行っている。
比

振

較検証 　碧南市40,

興

000千円、知立市5

課

,000千円

款 項 目 担当係 商業

Ｃ
　
事

振

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

興

：千円
２７年度 ２８年

係

度 ２９年度 ３０年度 ２

5

９年度

（決算） （決算


